
長崎港松が枝地区国際ターミナル整備事業

PFI手法導入可能性サウンディングに関する

全体説明会資料（案）

1. 事業の趣旨・目的

2. 対象地周辺の概要

3. 施設の概要・配置プラン

令和４年９月

長崎県

※本事業概要に示す施設計画、事業スキーム等は現時点の案であり、確定したものではありません。



1１． 事業の趣旨・目的

⚫ 長崎県松が枝地区は、長崎市中心部より南側約2㎞に位置し、クルーズ船専用岸壁や国際ターミナルが立地する『海の国
際玄関口』である。

⚫ 近年のクルーズ船の大型化、寄港需要の増加に対応するため、岸壁を410m延伸する松が枝岸壁２バース化事業に取り
組んでいる。

⚫ ２バース化に伴う新たな国際ターミナルの整備や、ツアーバス用の駐車場整備のほか、観光振興や地域活性化等に資する
機能導入の検討を進めている。

⚫ 上記の整備に関して、PPP／PFI手法の導入を検討しており、導入の可能性を調査したい。

＜施設整備イメージ図＞



2２．対象地周辺の概要（１）

長崎駅

大浦天主堂

大浦海岸通

長崎水辺
の森公園

グラバー園 大浦天主堂

崇福寺

眼鏡橋

諏訪神社

松が枝国際ターミナル

事業対象地

⚫ 事業対象地は、下記に示す長崎港松が枝地区である。

出典：長崎県観光統計データ

出典：県資料

出典：県資料



3

クルーズ船の寄港実績
⚫ コロナ禍前の海外船社ヒアリングによるクルーズ船の長崎港将来予測は、「2020年代後半で約500隻」
⚫ そのうち松が枝岸壁には最大で「約450隻」の寄港を予測
⚫ コロナ禍におけるクルーズ船の寄港は、2021年の１隻（邦船：飛鳥Ⅱ）

２．対象地周辺の概要（２）

２バース化事業採択

＜長崎港におけるクルーズ船寄港実績＞

出典：県資料



4

アフターコロナを見据えた海外クルーズ船社ヒアリング（R4.3実施）

⚫ コロナを要因とした、今後のクルーズ事業の縮小は予定していない。
⚫ コロナ禍後は以前と同様以上に長崎港への寄港を予定している。
⚫ コロナ禍であっても新造船事業の変更はなく、現在も造船中である。

アフターコロナにおいても
長崎港への寄港希望は多い。

クルーズ事業のコロナ禍(2020年)以前との変化 アジア地域における配船戦略・新造船の見通し 長崎港への入港見込み・要望

A社 ・事業を展開することができるエリア全てにおいて、事
業を今後も拡大していきたい。

・コロナ禍以前から計画変更はない。
・アジアへ配船予定の船は３隻（①17万GT②
18万GT③詳細未定）
・富裕層をターゲットにした新しいブランド
を計画している。

・我々がアジアに配船しようと考えている船は
非常に大きな船

・大型クルーズ船の受入体制を整えてほしい。

B社 ・中国が主要な寄港地であり多くのクルーズ船を配船す
るという会社の方針は変わらない。

・中国が主要な発着地であり、６隻をアジア
配船する方針。

・長崎港は主要な寄港地の一つで、非常に戦略的な位置
にある上、観光資源も豊富ということで、我々はこれま
でどおり長崎港に寄港したい。
・観光、ターミナル、バス駐車場など、約1万人を受け
入れるための体制を整えてほしい。

C社 ・ダウンサイズするどころか、マーケットは拡大すると
思う。（主要クルーズ会社が長崎を含めた航路計画を立
案。中国で新しいクルーズ会社が少なくとも4社設立）

・ターゲットの客層は富裕層。
・配船数を増やす計画がある。

・長崎も含め、日本の港に寄港したい。
・長崎港は以前、なかなかバースを確保できなかった。

D社 ・クルーズ業界の未来というのは明るいと自信を持って
いる。

・配船は、２隻。両方長崎へ寄港予定。
・上海を母港として、１３万GT級を９月までに新船造
船。
・2025年までに追加造船予定（クラス未定）

・長崎は重要な寄港地と位置づけている。
・ 2019年以前は数多く長崎港に寄港していたが、こう
した計画を変える予定はない。むしろより多くの船を送
る予定。

E社 ・事業そのものについては全く変更をするつもりはなく、
何も変わらない。

・現在保有している船は１隻のみだが、５隻程度でのオ
ペレート予定。
・２隻目については確保済で、残りの３隻についても交
渉中。
・７万GTを超えないぐらいの大きさの船を購入する計
画。
・各船で大体１年に１００航海予定。

・長崎港は非常に気に入っているので、長崎への寄港は
今後も増やしていきたい。
・那覇や北九州など長崎港をセットで考えているので、
寄港する機会も今後ますます増えていくと思う。

２．対象地周辺の概要（３）
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東山手地区・南山手地区の歴史まちづくり（周辺地のまちづくり）

２．対象地周辺の概要（４）

⚫ 東山手・南山手地区では、「歴史まちづくり計画」が進行している。
⚫ 歴史的資源を生かしたまちづくり（歴史まちづくり）に官民協働で取り組み、地域の歴史的風致の維持向上を図ることで持
続可能な地域を実現することを目的としている

出典：長崎市資料



長崎港松が枝地区旅客船ターミナル整備事業（２バース事業）の概要

【対象最大船舶】

・スペクトラムオブザシーズ（最大旅客5,602人）級の2隻同時着岸（最大11,204人）が処理可能なターミナル

（１バースは発着対応可能）とする。 ※16万総トン級のうち、旅客人数が最も多いクルーズ船として設定

・2隻同時着岸の着岸時間差は最短で1時間を想定。

【接続道路】・・・県で整備

・東西方向：地区の最南に、国道499号からの岸壁接続道路を整備（臨港道路B）。

・南北方向：国道499号に並行して、大浦署前交差点から臨港道路Bまでの接続道路を整備（臨港道路A）。

【埠頭用地・緑地】・・・県で用地確保予定（未確保）

・ターミナルの必要面積を確保予定。

・対象船舶2隻着岸分のツアーバス駐車場を確保予定

・親水空間、クルーズ歓迎のための緑地を確保予定。

【既存ターミナル】・・・県所有（指定管理契約中）

・第一ターミナルは、建物を活用し、

収益施設とした継続利用を想定。

・第二ターミナルは、施設の除却も想定しつつ、

収益施設とした利活用を想定。

【港湾計画図（令和元年度一部変更）】

6３． 施設の概要・配置プラン（１）

出典：長崎港港湾計画



ツアーバス駐車場
(約120台)

※立体駐車場（２階層）の検討

新ターミナル：２階層
（140m×60m程度）

海への眺望確保

▼コンスイ坂▼ドンドン坂

ホール 荷捌・管理室等

臨港道路事業隣接地

観光・交流機能 等
（長期的構想）

国道499号

断面図（イメージ）

交通広場

平面図

CIQ審査

屋上緑地

交通広場
（シャトルバス・タクシーなど）

エントランス
空間

観光・交流機能等
との一体的利用

ホール

クルーズ旅客ターミナル

２Ｆ：ＣＩＱ機能（入出国手続き）
１Ｆ：待合ホール、観光案内、イベント広場など

交通広場

シャトルバス乗降場、タクシー乗降場
タクシープール、職員駐車場など

ボーデイングブリッジ

緑地
（仮設ターミナル

検討地）

現在の陸海境界→

ペデストリアンデッキ
（長期的構想）

クルーズ船

既存第１ターミナル
（別用途利用を検討中） 既存第２

ターミナル
（別用途利用
を検討中）

臨港道路A

国道499号

臨港道路B

山手地区への誘導

市街地への誘導

【既存岸壁（16万GT級対応）：延長410m】

クルーズ船

【新岸壁（16万GT級対応）：延長410m】

至 野母崎

至 長崎駅

＜整備項目＞
・新ターミナル整備
・ツアーバス駐車場整備
・緑地整備
・道路整備（臨港道路A・B）

乗員・乗客動線

7３．施設の概要・配置プラン（２）

⚫ 新ターミナルは両岸壁に対応する機能（クルーズ船×２隻想定）を岸壁中央部に集約して配置予定。

⚫ 乗客乗員の利便性向上のため、交通広場、事業隣接地への円滑なアクセス性を確保予定。

⚫ 新たな建物についてはデザイン検討や建築高さを制限するなど、山手地区から長崎港への景観・眺望に配慮予定。

※現時点での一案であり、今後変更になる可能性有

２バース事業推進のための代
替地等としての活用を優先

事業隣接地



8３．施設の概要・配置プラン（３）

⚫ 南山手地区の来訪者に港との繋がり
を感じてもらうためのエントランスの整
備を想定している

※現時点での一案であり、今後変更になる可能性有

エントランス機能等の整備

⚫ 観光・交流機能、地域の都市機能と
いった機能をもつ、公園・広場空間の
整備を想定している

⚫ 松が枝地区と南山手を繋ぐ新たなモ
ビリティの導入について検討中

出典：長崎市資料



9３．施設の概要・配置プラン（４）
＜各種条件＞

⚫ 用途地域：工業地域 【現況】：店舗等（床面積が１万㎡を超える）、ホテル・旅館等が建設不可である。

（※）用途地域については、用途変更する可能性あり。

⚫ 景観計画：景観形成基準（高さ）：港湾機能用地が12m、都市機能用地が20m以下(検討中)で設定されている。

⚫ デザイン：当地区は環長崎港地域アーバンデザイン検討エリアであり、各種専門家会議に諮る必要がある。（長崎県で主導的に開催）

⚫ その他：世界文化遺産（明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業）のバッファーゾーンに入っている。

用途地域

準工業地域
建蔽率：60％
容積率：200％

工業地域
建蔽率：60％
容積率：200％

高さ制限
デザイン

出典：松が枝地区再開発構想に伴う景観（高さ制限）の検討［長崎市提供］

出典：用途地域マップ［https://cityzone.mapexpert.net/］

出典：長崎県アーバンデザイン資料



10４．事業スキームについて～①対象施設と事業の位置づけ、民活事業範囲、想定事業手法

⚫ 港湾施設のうち、新国際ターミナルとツアーバス駐車場は「必須事業」とし、仮設ターミナル及び既存ターミナル活用については、必須事業と
一体発注の可能性を検討。

⚫ 都市機能施設については任意事業とし、事業者の提案により実施すること（又は実施しないこと・別事業として提案すること）も可能とする。

⚫ ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式の維持管理・運営期間としては30年を想定。

対象施設
事業の

位置づけ

民活事業範囲 事業方式

備考
整備

運営

管理

公設

公営

PFI

(BTO)
定借 売却 その他

港湾

施設

岸壁整備 ー － － 〇 － － － － 国直轄事業

道路・緑地 ー － － 〇 － － － － 県事業（緑地は収益施設として事業者による整備も可）

新国際
ターミナル

●※
〇
CIQは
対象外

－ 〇 － － －
事業範囲は、設計、建設（屋上緑地含む）、維持管理、運
営（施設利用調整、使用料徴収、使用許可、イベント企画
運営、テナント管理、広報等。ＣＩＱは除く）

ツアーバス
駐車場

〇 〇 － 〇 － － －
事業範囲は、設計（予約システム設計含む）、建設、維持
管理、運営 ※立体駐車場可（高さ制限有）

仮設
ターミナル

●※
〇
CIQは
対象外

－ 〇 〇 － 〇
事業範囲は、設計、建設、維持管理、運営（運営内容は
新国際ＴBと基本的に同じ）、新ターミナル整備後の撤去・
跡地整備（緑化整備）

既存ターミナル
活用

〇 〇 － 〇 〇 － 〇
第１TBは撤去不可。既存改修は可能(ＲＯ方式)
第２TBは既存活用のほか、撤去・跡地活用も可能

都市

機能

施設

観光・交流
施設等

〇 〇 － － 〇 〇 〇
「その他」は定借、売却以外に事業者にて適切と考える方式
がある場合は、対話により意見を把握

エントランス
空間

〇 〇 〇 〇 〇 － 〇
公共用地又は民間用地としての活用を検討中
（公設公営又はＰＦＩ、定借など幅広く想定）

必
須
事
業

必
須
事
業
と

一
体
発
注

を
希
望

任
意
事
業

（
別
事
業
も
可
）

※●は事業類型によって事業範囲に含むか含まないか異なる部分（詳細はP11で後述）



11４．事業スキームについて～②事業類型（１）

⚫ ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式対象の施設については、民間事業者による独立採算型（パターンA)、混合型（パターンB)での
実施を想定する。

●パターンＡ：独立採算型（設計・建設含めた完全独立採算型＋ふ頭造成費納付型）

✓ 設計、建設、維持管理、運営すべてを民間事業者による独立採算事業として実施する。

✓ 県がふ頭埋め立てに要する費用（約2.5億円/年）を、運営収益から県に納付金として納める。

✓ なお、クルーズ需要の世界的な変化など、事業者による企業努力を行ってもなお想定収入を下回る場合は、県によるリス
ク分担を行うことを想定している。

●パターンＢ：混合型（維持管理・運営独立採算型＋ふ頭造成費・収益分納付型）

✓ ツアーバス駐車場の設計、建設費、および全対象施設の維持管理、運営については民間事業者による独立採算事業と
して実施する。

✓ 仮設・新国際ターミナルの設計、建設費についてはサービス購入料として県から支払う。（複数年債務払い想定）

※上記のサービス購入料はターミナルの基本施設分（CIQ施設等）であり、事業者負担で収益施設整備可。

✓ 県がふ頭埋め立てに要した費用（約2.5億円/年）及び収益の一部については、運営収益から県に納付金として納める。

✓ なお、クルーズ需要の世界的な変化など、事業者による企業努力を行ってもなお想定収入を下回る場合は、パターンＡと
同様、県によるリスク分担を行うことを想定している。

※想定事業収支はサウンディング調査参加事業者に資料を配布します



12４．事業スキームについて～②事業類型（２）

仮設ターミナル
新国際
ターミナル

ツアーバス
駐車場

既存ターミナル活用 都市機能施設

（観光・交流機能部分）第１ターミナル 第２ターミナル

収支
の
流れ

事業
方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ） ＰＦＩ（ＢＴＯ） ＰＦＩ（ＢＴＯ） ＰＦＩ（ＲＯ）

ＰＦＩ（ＲＯ、
BTO）、その他

事業用定期借地
又は売却

事業
類型

完全独立採算型
又は混合型

完全独立採算型
又は混合型

完全独立採算型
又は混合型

完全独立採算型
又は混合型

完全独立採算型
又は混合型 完全独立採算型

備考
需要変動リスクの
県負担あり

需要変動リスクの
県負担あり

需要変動リスクの
県負担あり

既存撤去は不可
既存改修は可能

既存活用又は
既存撤去・跡地
活用も可能

事業者

県

バス事業者

駐車
料金※１

事業者

県

入港
船舶

事業者

県

利用者

事業
収入※１

事業者

県・市

利用者

事業
収入

事業者

県

利用者

事業
収入※１

事業収入
※２

土地代
又は
借地料

事業者

県

サービス
購入料

入港
船舶

ターミナル
使用料※１

利用者

事業収入
※２

※設計、建設
費について支
払い有の場合

⚫ 前ページを踏まえた施設毎の事業類型を示す。

ターミナル
使用料※１

※１：事業者を指定管理者として指定し、利用料金収入を事業者に帰属させることを想定（第２ターミナルは、公の施設として設置する場合が該当）
※２：ターミナルでは、入港船舶（乗客）からのターミナル使用料（利用料）収入のほか、例えば、指定管理者制度に基づく使用許可権限を事業者に付与することに伴う収入（入港時以外の空

きスペースの貸し出しなど）や、県から目的外使用許可又は行政財産の貸付を受けることにより実施する事業から得られる収入（イベント等の自主事業、売店など）を想定している。

利用者

※抜本的施設改修は必須ではない。

サービス
購入料

※設計、建設
費について支
払い有の場合

収益
納付

収益
納付

収益
納付

収益
納付
または
借地料

サービス
購入料

※設計、改修
費について支
払い有の場合


